
新城市公共施設等総合管理計画【改訂版】 （概要版）

第１章 背景・目的等

国（総務省）の要請

国の「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針」に沿って、個別施設計画等を反映し
た総合管理計画の見直しを行うこと。
（記載事項）
・更新費用の精緻化（長寿命化対策等の効果）
・ユニバーサルデザイン化の推進方針
・公共施設等の管理に係る方針
・取組体制の構築、ＰＤＣＡサイクルの推進等に係る方針 など

計画期間計画の位置づけ

関連計画との連
携を図りつつ、
「新城市総合計
画」をはじめ、
「新城市まち・
ひと・しごと創
生総合戦略」な
どの関連計画と
の連携を図って
いきます。

第２章 現況と課題
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維持管理経費の状況

主な公共施設の維持管理費（令和２年度） （単位：千円）

○新城市公共施設白書（平成２７年３月策定）
○新城市公共施設等総合管理計画（平成２９年３月策定）
○新城市公共施設個別施設計画（令和３年３月策定）

延床面積 302,446.21㎡（令和3年3月31日現在）



将来更新費用の推計（時点修正）

期間 １年度平均費用（億円） 合計費用（億円）

将来３０年間（R4～R28） 28.1 701.3

将来５０年間（R4～R48） 31.4 1,411.1

耐用年数経過時に更新した場合
（修繕15年・改修30年・建替え60年）

第３章 公共施設等の管理に関する全体方針

歳入の推移：依存財源が増加傾向、税収の大幅増加は見込めない
歳出の推移：物件費・維持補修費が増加傾向、義務的経費の極端な縮小は見込めない

財政状況

公共施設等の安全・安心を確保すること
市民に必要なサービスを適切かつ持続可能な形で提供すること

目指すべき姿

人口推移、将来更新費用の推計及び財政状況を踏まえ、将来にわたり安
全・安心な公共施設等を確保し、市民サービスの提供を維持するため、
次のとおり方針を定めます。

既存の公共施設の縮減・長寿命化・有効活用により
維持更新費用の縮減を図り、公共施設等を適正な形で持続する

全体方針

基本方針１：公共施設の再編による総量圧縮と機能向上

①既存施設の使われ方の見直しによる総量縮減
人口減少や市民ニーズの変化に対応するとともに、施設の利用やコストの状況及び老朽化を把握し
ながら、施設の複合化や集約化などを図っていく。
②地域の特色を生かしたメリハリのある施設整備の再編
利用が極端に少ない施設は統廃合により集約するなど、地域に配慮した解決を図っていく。

③ユニバーサルデザイン化の推進方針
「ユニバーサルデザイン２０２０行動計画」を踏まえ、誰もが安全・安心に利用できる施設とする。

④安全確保の実施
利用者の安全を第一に考え、点検や老朽化で危険性のある施設は除却等を進めていく。

統合・再編手法



①財産の有効活用
行政目的を終えた公共施設は、賃貸や売却などにより歳入確保を積極的に行う。

②廃園・廃校の有効活用
各施設ごとの課題をしっかり整理した上で、活用にあたっては地域や民間企業等が独立して事業展
開が行えることを目指す。

基本方針３：公共施設の有効活用

①改修時期の精査
改修・更新（建替）工事の必要性、優先順位について精査する。

②公共施設の計画的・予防的な改修（長寿命化）
部位毎に劣化状況を定期点検し問題の早期発見に努め、機能に重大な影響を及ぼす部位は機能低下
がなくても改修等を行い、施設機能の低下を抑えていく。
③維持管理費の縮減
施設の改修費、光熱水費、保守点検に係る費用などの維持管理費の削減を目指す。

④受益者負担の適正化
公共施設の維持管理に係る経費も踏まえ、受益者負担の適正化を検討していく。

基本方針２：公共施設にかかるコストの縮減

更新費用推計パターン

Ⅰ）耐用年数経過時に更新した場合【再掲】
（修繕15年・改修30年・建替え60年）

（個別施設計画を踏まえた更新費用を推計）

Ⅱ）長寿命化を実施した場合
（修繕20年・改修40年・修繕60年・建替え80年）

Ⅲ）長寿命化・維持を反映した場合
Ⅱに加え、
維 持（修繕15年・改修30年・修繕60年・修繕75年）
計画外（15年・30年・60年・75年全て修繕）

Ⅳ）長寿命化・維持・廃止を反映した場合
Ⅲの推計から、
個別施設計画で施設の方向性が「廃止」と位置づけられ
ている建物を除却した場合（解体費用を含む）



目標設定

３０年間で３０％程度縮減

建築物系施設を適切にマネジメントしていくため、３０年間で建築物系
施設に係る延床面積及び維持更新費用の３０％程度縮減を目指す。

インフラ系施設の管理に関する基本方針

基本方針１：定期的な点検による劣化状況の把握と必要に応じた更新等の処理
基本方針２：更新費用の平準化とライフサイクルコストの低減（長寿命化）
基本方針３：財源の確保（機能の高度化や新技術・新制度の活用、国の支援措置の活用）
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第４章 用途別方針

第５章 推進体制

建築物系施設は、「広域・市域レベ
ル」と「地域レベル」の２つに分類
し、それぞれ配置の方向性を検討し
ていきます。

施設分類

庁舎等、文化施設、保健・福祉・医療施設、児童福祉施設（こども園を含む）、商工観光施設、
公民館・集会施設等、住宅施設、消防防災施設、学校教育施設、生涯学習施設、体育施設、その他施設、
道路、上水道・工業用水道、下水道・農業集落排水、公園、環境衛生施設、市民病院

公共施設のマネジメントの必要性を全庁的な課題として捉え、職員
の意識改革を進めるとともに、効率的・効果的なマネジメントサイク
ルの構築を目指します。
公共施設マネジメント担当部局が総括的な進行管理を行い、施設所
管部署と協力して具体的な取組を推進していきます。
計画の進捗管理・改善といったPDCAサイクルを進めながら、計画
の実行性を高めます。

○公共施設等個別施設計画の作成
公共施設については施設ごとの個別施設計画や長寿命化計画を早急に策
定します。
インフラ施設についても、所管課において長寿命化計画を策定し、その
中で中長期的な将来費用推計や効果など具体的な取組について示し推進し
ていきます。

○公共施設等マネジメントに係る職員研修
職員の公共施設マネジメントに対する意識を高めるため、定期的に職員
研修を実施します。
日常点検マニュアルにより、日常の管理の重要性も周知・徹底していき
ます。

方針の実施

計画策定・改訂

推進状況
確認・評価

計画見直し


